
平成２７年度 

第２７回 河内長野市地域公共交通会議次第 

 

日時 平成２７年６月２４日（水） 

午後３時から 

場所 河内長野市役所 ７０１会議室 

 

 

１．開会 

 

２．委嘱状交付 

 

３．河内長野市長挨拶 

 

４．委員等の紹介 

 

５．河内長野市地域公共交通会議について 

 

６．河内長野市地域公共交通会議会長挨拶 

 

７．議題 

 

（１）河内長野市地域公共交通会議副会長及び監事の指名について 

 

（２）「平成２６年度各コミュニティバス等（モックルコミュニティバス、日野・ 

   滝畑コミュニティバス、楠ヶ丘地域乗合タクシー）」の利用状況について 

 

（３）平成２８年度生活交通確保維持改善計画（フィーダー）認定申請 

    及び平成２７年度地域公共交通確保維持改善事業補助金 

（地域公共交通調査事業（計画推進事業））について 

 

（４）その他 

 

８．閉会 



氏名 所属・役職

 向井　一雄  河内長野市 副市長

 日野　泰雄  大阪市立大学大学院工学研究科 教授

 伊勢　昇  和歌山工業高等専門学校環境都市工学科 准教授

 若林　隆司  国土交通省 近畿運輸局 大阪運輸支局 総務企画部門 首席運輸企画専門官

 湯川　義彦  国土交通省 近畿運輸局 大阪運輸支局 輸送部門 首席運輸企画専門官

 浅井　敏彦  大阪府 都市整備部 交通道路室 都市交通課 公共交通計画グループ　課長補佐

 田中　伸之  大阪府富田林土木事務所 地域防災担当参事兼地域支援・企画課長

 八代　光男  大阪府河内長野警察署 交通課長

 松内　祐二  南海バス株式会社 企画部 企画課長

 野谷　将一  南海バス株式会社 営業部 営業課長

 坂本　頼幸  南海バス株式会社 労働組合代表

 池谷　育晃  大阪第一交通株式会社 河内長野営業所長

 椋本　専次  近鉄タクシー株式会社 南大阪総合営業所長

 曽和　孝司  河内長野市老人クラブ連合会会長

 阪上　明  河内長野市観光協会相談役

 井戸　清明  河内長野市商工会会長

 岩井　仁  市民公募

 廣門　久美子  市民公募

 岡田　充  河内長野市健康長寿部長

 田村　公秋  河内長野市産業経済部長

 桝井　繁春  河内長野市都市づくり部長

 塩谷　聡  河内長野市総務部長

 辻野　修司  河内長野市総合政策部長

河内長野市地域公共交通会議委員名簿
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市
内
の
バ
ス
・
鉄
道
利
用
者
は

平
成
３
年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
傾
向

が
続
い
て
い
ま
す
。
ま
た
、
人
口

も
平
成
12
年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
に

転
じ
て
お
り
（
上
グ
ラ
フ
参
照
）、

今
後
も
厳
し
い
状
況
が
続
く
も
の

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

交
通
事
業
者
は
、
利
用
者
が
減

り
続
け
る
と
収
支
が
悪
化
す
る
た

め
、
利
用
の
少
な
い
路
線
の
減
便

や
廃
止
な
ど
を
検
討
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。
も
し
公
共
交
通
が

無
く
な
れ
ば
、
現
在
利
用
し
て
い

る
人
は
も
ち
ろ
ん
、
今
は
必
要
と

し
な
い
人
も
、
い
ず
れ
車
を
運
転

で
き
な
く
な
っ
た
と
き
や
、
家
族

の
通
勤
・
通
学
な
ど
で
、
不
便
な

生
活
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ

て
し
ま
い
ま
す
。

持
続
可
能
な

公
共
交
通
を
目
指
し
て

　

市
で
は
、
平
成
20
年
度
に
策
定

し
た
「
公
共
交
通
の
あ
り
方
」
に

基
づ
き
、
平
成
21
年
度
以
降
、
地

域
公
共
交
通
総
合
連
携
計
画
（
第

１
期
・
第
２
期
）
を
定
め
、
持
続

発
展
で
き
る
公
共
交
通
の
確
保
に

努
め
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
平
成

21
年
度
か
ら
は
、
市
や
関
係
機
関

な
ど
で
組
織
す
る
地
域
公
共
交
通

会
議
を
設
置
し
、
同
計
画
に
基
づ

く
事
業
の
実
施
な
ど
に
つ
い
て
協

議
を
進
め
て
い
ま
す
。

■
第
３
期
目
と
な
る
「
地
域
公
共
交

通
網
形
成
計
画
」
を
４
月
に
策
定

　

新
た
に
策
定
し
た
地
域
公
共
交

通
網
形
成
計
画
に
基
づ
き
、「
将

来
の
ま
ち
づ
く
り
を
支
え
る
た
め

の
公
共
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
」

「
公
共
交
通
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
向

上
」
を
目
標
に
、「
元
気
な
ま
ち
」

を
目
指
し
て
、
引
き
続
き
様
々
な

取
り
組
み
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

※
計
画
の
詳
細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

◉掲載情報の見方
対象の記載がないものは市内在住・在学・在勤
者（保健センターの事業は市民）が対象▶催し
などで費用の記載がないものは無料▶申し込み
が必要な催しなどの持ち物は主催者からの連絡
などで確認を▶先着順の申し込みで時間の記載
がないものは午前９時から受付▶申し込み・問い
合わせなどで住所・電話番号の記載がないもの
は市役所へ（業務日・時間は月～金曜日午前９時
～午後５時30分、祝休日・年末年始を除く）
◉環境への配慮から、催しなどへの来場はでき
るだけ公共交通機関のご利用を。

目次 Contents

くろまろ塾

市民大学くろまろ塾・
くろまろキッズの
認定講座や催しには
このマーク

くろまろキッズ
（小中学生対象）

K Kiz

市役所:〒586 - 8501（住所不要）
☎53 -1111（代表）

02 今月の焦点
みんなで守り育てる公共交通

05 奥河内くろまろの郷通信

06 情報 PICK UP
・地方創生のアイデアを募集
・市内で使えるプレミアム商品券を販売
・６月から子ども服の持ち込み回収を開始します
・いきいきまちづくりフォーラム

08 教育立市宣言シリーズ

09 市政と関連情報  モックル生活ガイド
人権 09、暮らし 09、安全安心12、フォト13、
健康16、高齢者16、障がい者17、子育て20、
税金23、保険年金23、その他09・10・23

14 シリーズ人権連載

15 かわちながの  ものづくり探訪

18 フォト特集  第23回河内長野市民まつり

22 フォトニュースかわちながの

26 情報プラザ
お知らせ 26、講演・講座 27、展示・催し 30、  
スポーツ 32、募集 33、相談 34

35 くろまろ塾情報コーナー

36 食きらりレシピで笑顔の食卓育もう

◉
今
月
の
焦
点　

み
ん
な
で
守
り
育
て
る
公
共
交
通

乗
っ
て  

出
掛
け
て

わ
が
ま
ち
元
気
に
！

　

第
２
期
地
域
公
共
交
通
総
合
連

携
計
画
で
交
通
事
業
者
と
の
協
働

に
よ
り
実
施
し
た
主
な
取
り
組
み

を
紹
介
し
ま
す
。

①
バ
ス
マ
ッ
プ
の
作
成
・
配
布

　

平
成
25
・
26
年
度
に
バ
ス
の
便

利
な
使
い
方
な
ど
を
提
案
す
る
バ

ス
マ
ッ
プ
を
作
成
し
ま
し
た
。
25

年
度
は
自
宅
保
存
版
と
し
て
全
戸

に
配
布
。
26
年
度
は
携
帯
性
を
重

視
し
て
情
報
を
集
約
し
た
も
の
と

し
、
公
共
施
設
や
観
光
施
設
な
ど

で
配
布
し
ま
し
た
。

②
バ
ス
旅
ガ
イ
ド
（
チ
ラ
シ
）
の

作
成
・
配
布

　

観
光
・
商
業
施
設
と
の
連
携
に

よ
り
バ
ス
旅
ガ
イ
ド
を
作
成
し
、

駅
や
観
光
案
内
所
、
公
共
施
設
な

ど
で
配
布
し
ま
し
た
。

③
南
海
バ
ス
・
千
代
田
線
で
の
上

限
２
０
０
円
運
賃
の
試
行
運
行

（
継
続
実
施
中
）

　

南
海
バ
ス
・
千
代
田
線
（
河
内

長
野
駅
前
〜
木
戸
東
町
）
で
上
限

２
０
０
円
運
賃
の
試
行
を
実
施
し

て
い
ま
す
。

④
モ
ッ
ク
ル
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス

同
伴
者
割
引
の
試
行
運
行
（
継
続

実
施
中
）

　

日
曜
日
に
限
定
し
て
、
モ
ッ
ク

ル
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
の
利
用
者

１
人
に
つ
き
同
伴
者
１
人
を
無
料

と
す
る
同
伴
者
割
引
の
試
行
を
実

施
し
て
い
ま
す
。

第２期計画での
主な取り組み

公
共
交
通
の
危
機
〜
現
状
と
こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
〜

公
共
交
通
を
確
保
す
る
た
め
に

バ
ス
の
利
用
促
進

人
口
減
少
や
マ
イ
カ
ー
の
普
及
な
ど
の
影
響
で
、

バ
ス
を
は
じ
め
と
し
た
公
共
交
通
は
利
用
者
の
減
少
傾
向
が
続
い
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
車
を
運
転
で
き
な
く
な
っ
た
高
齢
者
や
学
生
に
と
っ
て
、
唯
一
の
移
動
手
段
と
い
う
ケ
ー
ス
も
多
く
、

高
齢
化
の
進
展
に
伴
い
、
そ
の
必
要
性
は
さ
ら
に
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

買
い
物
や
通
院
な
ど
に
必
要
な
移
動
手
段
を
ど
う
確
保
し
て
い
く
か

―
。

活
力
あ
る
地
域
社
会
を
維
持
す
る
た
め
に
避
け
ら
れ
な
い
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ　

都
市
創
生
課

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

222015105平成元6055昭和53

■人口、公共交通利用者数の推移（昭和53年～平成22年）
人口のピーク（H12）

鉄道のピーク（H3）

バスの
ピーク（H3）

（昭和53年を１とした場合）

公共交通を
守るために
できることって
なんだろう？

June.2015
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◉今月の焦点　みんなで守り育てる公共交通

み
ん
な
の
協
力
で
守
り
育
て
よ
う

　

公
共
交
通
の
維
持
・
発
展
は
、

単
に
移
動
手
段
の
確
保
に
と
ど

ま
ら
ず
、ま
ち
づ
く
り
や
観
光
、

健
康
、
環
境
な
ど
様
々
な
分
野

で
大
き
な
効
果
を
も
た
ら
す
こ

と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　

地
域
、
交
通
事
業
者
、
行
政

が
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
か
ら
互
い

に
連
携
・
協
力
し
合
い
な
が
ら
、

公
共
交
通
を
守
り
育
て
て
い
き

ま
し
ょ
う
。

公共交通について一緒に考えてみませんか
　地域公共交通の発展に向けて、現状を把握し、
問題点を整理したり、解決策を検討したりする
勉強会の開催を希望する団体を募集します。
対象　自治会・町会など（個人は除く）
申し込み・問い合わせ　６月 30日までに電話で
都市創生課へ

奥河内くろまろの郷へは
河内長野駅前からバスも運行

　日野・滝畑コミュニティバスの一部が乗り入
れています。バス１日乗り放題モックルカード
利用者には同施設でのお得な特典もあります。
来場には、ぜひバスもご利用ください。
問い合わせ　南海バス㈱河内長野営業所（☎
53-9043）、都市創生課

か
わ
ち
な
が
の
小
麦
だ
よ
り

　

昔
は
市
内
で
も
見
か
け
ら
れ
た

小
麦
を
新
た
に
栽
培
し
、
奥
河
内

く
ろ
ま
ろ
の
郷
で
パ
ン
に
し
よ
う

と
い
う
試
み
が
、
市
内
の
農
家
の

協
力
で
始
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
は
試
験
的
な
栽
培
で
す

が
、
３
月
に
種
を
ま
き
、
現
在
順

調
に
育
っ
て
い
ま
す
。
６
月
の
収

り
、
タ
コ
を
食
べ
た
り
し
て
、
田

植
え
が
終
わ
っ
た
お
祭
り
を
す
る

習
慣
が
あ
り
ま
す
。
奥
河
内
く
ろ

ま
ろ
の
郷
で
こ
の
習
慣
に
な
ら
っ

た
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
し
ま
す
。

と
き　

７
月
４
日
㈯
午
前
９
時
30

分
〜
午
後
２
時

と
こ
ろ　

あ
す
か
て
く
る
で
河
内

長
野
店
ほ
か

内
容　

若
手
農
家
に
よ
る
地
元
特

産
品
の
ナ
ス
・
ブ
ド
ウ
の
即
売
や

も
ち
つ
き
大
会
、
七
夕
の
笹
の
プ

レ
ゼ
ン
ト
な
ど

※
こ
の
催
し
に
関
す
る
問
い
合
わ

せ
は
Ｊ
Ａ
大
阪
南
営
農
指
導
課

（
☎
80
・
３
３
８
６
）
へ
。

　
「
坂
道
が
多
く
道
が
細
い
た
め
、

バ
ス
が
通
れ
な
い
」「
高
齢
化
が

進
ん
で
き
た
」
な
ど
の
課
題
を
抱

え
て
い
た
楠
ケ
丘
地
域
。
こ
れ
ら

を
解
決
す
る
た
め
、
同
地
域
内
で

公
共
交
通
の
委
員
会
が
設
置
さ

れ
、
大
阪
第
一
交
通
㈱
、
市
と
の

協
議
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

そ
し
て
平
成
22
年
９
月
か
ら
３

か
月
間
、
同
地
域
と
三
日
市
町
駅

地域主体の
取り組み❶

乗
合
タ
ク
シ
ー
を
運
行
〜
楠
ケ
丘
地
域
〜

公
共
交
通
空
白
・
不
便
地
域
の
解
消

地域主体の
取り組み❷

フ
リ
ー
乗
降
を
導
入
〜
南
青
葉
台
地
域
〜

利
便
性
の
向
上
・
高
齢
者
支
援

　

バ
ス
停
留
所
以
外
で
も
路
線
上

の
任
意
の
位
置
で
バ
ス
に
乗
降
で

き
る
フ
リ
ー
乗
降
制
度
。
平
成
23

年
度
に
同
制
度
を
導
入
し
た
荘
園

町
に
引
き
続
き
、
平
成
25
年
10
月

26
日
か
ら
南
青
葉
台
地
域
で
も
実

施
し
て
い
ま
す
。

※
フ
リ
ー
乗
降
導
入
区
間
で
も
、

交
差
点
内
や
見
通
し
が
悪
い
場
所

で
は
乗
降
で
き
な
い
場
合
が
あ
り

ま
す
。

地域

連携
協力

行政交通事業者

利用促進に対する理解

利便性の向上 政策の実施

通信

穫
の
後
、
脱
穀
と
製
粉
を
経
て
、

パ
ン
と
し
て
使
え
る
小
麦
粉
に
な

る
か
試
行
錯
誤
が
続
き
ま
す
。
河

内
長
野
産
小
麦
で
パ
ン
を
焼
く
試

み
は
随
時
こ
の
通
信
で
お
伝
え
し

て
い
き
ま
す
。

野
菜
の
マ
メ
知
識
❷

〜
ジ
ャ
ガ
イ
モ
〜

　

ジ
ャ
ガ
イ
モ
は
南
ア
メ
リ
カ
原

産
の
ナ
ス
科
作
物
で
す
。
春
作
と

秋
作
の
２
回
栽
培
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
２
度
イ
モ
と
も
呼
ば
れ
て
お

り
、
春
作
は
男
爵
、
メ
ー
ク
イ
ン
、

キ
タ
ア
カ
リ
な
ど
の
品
種
が
作
ら

れ
て
い
ま
す
。
最
近
で
は
黄
色
、

白
色
の
ほ
か
、
紫
色
や
ピ
ン
ク
な

ど
カ
ラ
フ
ル
な
ジ
ャ
ガ
イ
モ
も
栽

培
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

地
元
産
の
新
鮮
な
ジ
ャ
ガ
イ
モ

は
、「
あ
す
か
て
く
る
で
河
内
長

野
店
」（
奥
河
内
く
ろ
ま
ろ
の
郷

内
）
で
お
買
い
求
め
く
だ
さ
い
。

※
品
切
れ
な
ど
の
場
合
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を
結
ぶ
乗
合
タ
ク
シ
ー
の
試
行
運

行
を
実
施
。
地
域
の
積
極
的
な
活

動
に
よ
っ
て
、
平
成
23
年
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月
か

ら
楠
ケ
丘
地
域
乗
合
タ
ク
シ
ー

「
く
す
ま
る
」
の
本
格
運
行
が
始

ま
り
ま
し
た
。

▲地域で募集したキャラクター

▲運行にはジャンボタクシー車両を使用

地域の公共交通は地域で守る
　「地域の公共交通を何とか実現したい」―。
そんな思いで、委員会を設置したのが始まりで
す。大阪第一交通㈱、市の三者で協議を進める
中でいただいた乗合タクシーの試行運行のチャ
ンスを無駄にしたくないと、地域が主体となって、
利用を促す看板の作成・設置や、駅前でのPR活
動などに取り組んできました。
　こうした努力が報われ、本格運行が実現したと
きの喜びは忘れることができません。その後も、
啓発のぼりを設置したり、お得な回数券を販売し
たり…。地域で何かするたびに、少しずつ利用者
が増えていった実感があります。
　現在、利用者数は順調に伸びていますが、大切
なのは今後も運行を継続していくことです。「地
域の公共交通は地域で守る」という意識のもと、
一人でも多くの人に乗車してもらえるよう、三者
で協力しながら、地域が主体となった取り組みを
続けていきたいと考えています。

楠ケ丘公共交通対策委員会（左から）

金
かな

山
やま

 元
けん

治
じ

 さん、井
い

内
うち

 義
よし

光
みつ

 さん、塚
つか

本
もと

 幸
さい

乃
の

 さん

大切なのは住民の熱意
　「便利になり助かっています」。フリー乗降の利用者からは感謝
の声を聞いています。
　坂道が多く、高齢化が進んでいる地域だけに、移動は大きな課
題で、バスには利便性の向上が求められます。その解決策の一つ
がフリー乗降の導入でした。地域内を通り抜ける車両がない荘園
町で実施されていることを知り、同条件にある私たちの地域でも
できないかと市に相談。明日は我が身の思いで、できるだけ上り
坂を回避して乗降できるよう、南海バス㈱と協議を重ね、自治会
に提案し、実現することができました。

　市の協力もあってできたことですが、
大切なのは住民の熱意です。地域が一生
懸命にならないと事業者の協力を得るこ
とはできません。これからも地域のみん
なが一体となって、地域の課題解決に取
り組むことが重要であると思っています。

亀
か め

井
い

 敬
け い

二
じ

 さん（南青葉台在住）亀
か め

井
い

 敬
け い

二
じ

 さん（南青葉台在住）

問い合わせ　奥河内ビジターセンター
（奥河内くろまろの郷内、☎56-9606）

写真写真写真ははは楠ケ楠ケ丘公丘公丘公丘公共交共交共交共交通対通対対策委策委委委員会員会員会会議会議会 の様の様子子



○河内長野市附属機関設置条例 

平成２４年１２月２１日 

条例第３５号 

改正 平成２５年１２月２０日条例第３８号 

平成２６年３月２７日条例第５号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定め

るもののほか、市が設置する執行機関の附属機関について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項及び第２０２条の３

第１項の規定に基づき、その設置及び担任する事務その他附属機関に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市が設置する執行機関の附属機関及び担任する事務は、次のとお

りとする。 

(1) 市長の附属機関 

名称 担任する事務 

河内長野市移動等円滑化

基本構想協議会 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（平成１８年法律第９１号）第２６条第１

項の規定による基本構想の作成に関する協議及

び基本構想の実施に係る連絡調整等に関する事

務 

河内長野市公の施設指定 市が設置する公の施設（地方自治法第２４４条第

資料１－２ 



管理者選定委員会 １項に規定する「公の施設」をいう。）の指定管

理者の選定についての審査、審議等に関する事務 

河内長野市観光宿泊施設

機能維持事業民間事業者

の提案の選定に係る審査

委員会 

河内長野市観光宿泊施設機能維持事業を行う民

間事業者の提案その他民間事業者の提案の選定

についての審査、審議等に関する事務 

河内長野市行財政評価委

員会 

行財政運営に必要な事項及び市の事務事業に対

する評価についての審議等に関する事務 

河内長野市交通問題協議

会 

市域における交通諸問題に対処するための事項

についての調査、審議等に関する事務 

河内長野市高齢者保健福

祉計画等推進委員会 

市が策定する高齢者保健福祉計画及び介護保険

事業計画に関すること並びに地域包括支援セン

ター、地域密着型サービスその他高齢者保健福祉

事業及び介護保険事業に関することについての

審議等に関する事務 

河内長野市災害時要援護

者支援検討委員会 

市が策定する災害時要援護者支援プラン策定に

必要な基本項目及び要援護者の支援実施に関す

るマニュアル等の検討事項についての審議等に

関する事務 

産業振興ビジョン策定委

員会 

市が策定する河内長野市産業振興ビジョンに関

する検討事項についての審議等に関する事務 

河内長野市産品ブランド 河内長野市産品ブランド化推進計画に基づく実



化推進委員会 施内容の検討及び決定並びに河内長野市ブラン

ド産品の認定及びプロモーションについての審

査、審議等に関する事務 

河内長野市事業再評価委

員会 

市が実施する事業の効率性及びその実施過程の

透明性の一層の向上を図るために実施する事業

再評価についての審議等に関する事務 

河内長野市次世代育成支

援対策協議会 

市が策定する次世代育成支援対策行動計画の推

進及び進行管理についての審議等に関する事務 

河内長野市市長表彰審査

会 

市長が行う表彰に関し、表彰の適正を期するため

の審査、審議等に関する事務 

河内長野市市民公益活動

支援・協働促進懇談会 

市が行う市民公益活動の支援及び協働促進施策

に関する基本的事項についての検討及び提言事

項についての審議等に関する事務 

河内長野市市民公益活動

支援補助金審査・協働事

業選定委員会 

河内長野市市民公益活動支援補助金の交付の可

否の決定及び河内長野市協働事業提案制度にお

ける公開プレゼンテーションで説明が行われた

提案事業の選定についての審査、審議等に関する

事務 

河内長野市社会福祉法人

設立認可等審査会 

社会福祉法人の設立の認可等の審査、審議等に関

する事務 

河内長野市住宅マスター

プラン等策定委員会 

市の住宅マスタープラン及び市営住宅の長寿命

化計画その他住宅政策に関する事項についての



審議等に関する事務 

市立休日急病診療所運営

委員会 

河内長野市立休日急病診療所の円滑な運営を図

るため必要となる事項についての調査、審議等に

関する事務 

市立障害者福祉センター

運営委員会 

河内長野市立障害者福祉センターの運営に関す

る事項についての調査、審議等に関する事務 

河内長野市水道事業経営

懇談会 

河内長野市水道事業が取り組む事案において、水

道事業の経営健全化に資する意見についての審

議等に関する事務 

河内長野市青少年問題協

議会 

青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合

的施策に関する調査、審議等及び関係機関相互の

連絡調整に関する事務 

河内長野市地域公共交通

会議 

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）及び地

域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成

１９年法律第５９号）の規定に基づき、地域の需

要に応じた住民の生活に必要なバス等の旅客運

送の確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の

実情に即した輸送サービスの実現に必要となる

事項についての審議等に関する事務 

河内長野市地域福祉推進

協議会 

河内長野市地域福祉計画に関する提言及び計画

の円滑な推進に関する事項についての審議等に

関する事務 



河内長野市庁舎等総合建

物管理業務総合評価入札

評価委員会 

市が発注する業務委託における総合評価入札導

入の適否、導入の決定がなされた際の落札者決定

基準及び落札者決定基準に基づく落札者の決定

についての審査、審議等に関する事務 

河内長野市統計常任委員

会 

統計調査に関する事務について研究、調査し、委

員の調査事務に必要な実務知識及び技術の向上

についての審議等に関する事務 

河内長野市入札等監視委

員会 

市が発注した工事等に関し、入札、契約手続の運

用状況等について報告を受け、入札、契約の経緯

等に関すること並びに入札、契約の経緯及び工事

成績等の再苦情についての調査、審議等に関する

事務 

河内長野市「農の拠点」

整備設計及び関連業務プ

ロポーザル審査委員会 

河内長野市「農の拠点」整備事業において、企画

提案書公募（プロポーザル方式）による設計候補

者選定についての審査、審議等に関する事務 

河内長野市バイオマスタ

ウン推進協議会 

河内長野市バイオマスタウン構想の策定及び見

直しに関する意見及びバイオマス資源の活用等

の検討事項についての審議等に関する事務 

河内長野市「人・農地プ

ラン」検討会 

市が策定する市域における、人・農地プランにつ

いての審議等に関する事務 

河内長野市不動産評価審

議会 

市が取得又は処分しようとする不動産価格につ

いての評定、審議等に関する事務 



河内長野市文化振興計画

推進委員会 

市が策定する文化振興に関する計画等の推進や

進捗状況、文化活動の評価や助言、計画等の見直

しや策定についての調査、審議等に関する事務 

河内長野市保健計画策定

委員会 

市が策定する保健計画についての調査、審議等に

関する事務 

河内長野市保健問題対策

協議会 

市の救急医療対策、福祉医療対策、予防保健対策

その他保健問題についての審議等に関する事務 

南河内環境事業組合第２

清掃工場河内長野市公害

防止対策委員会 

南河内環境事業組合第２清掃工場の操業に伴う

公害の発生を防止し、周辺地域の生活環境や自然

環境の保全を図るための監視確認、協議、調査等

についての審議等に関する事務 

河内長野市有功者推薦審

議会 

河内長野市有功者表彰条例（昭和３９年河内長野

市条例第２６号）第２条第３号の規定に基づく同

号の本市の公益に関し功労顕著な者の推薦につ

いての審査、審議等に関する事務 

河内長野市予防接種健康

被害調査委員会 

市長の委託を受けて行った予防接種により発生

した健康被害に関する医学的見地についての調

査、審議等に関する事務 

河内長野市ラブホテル建

築規制審議会 

河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例

（昭和５９年河内長野市条例第２３号）の規定に

基づくラブホテルの建築規制についての調査、審

議等に関する事務 



河内長野市老人ホーム入

所判定委員会 

老人ホームへの入所の要否及び入所者の入所の

継続に関する要否の判定審査に関する事務 

(2) 教育委員会の附属機関 

名称 担任する事務 

河内長野市立天野小学校

学校運営協議会 

市立天野小学校の教育目標・経営方針・教育課程

の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立天見小学校

学校運営協議会 

市立天見小学校の教育目標・経営方針・教育課程

の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立石仏小学校

学校運営協議会 

市立石仏小学校の教育目標・経営方針・教育課程

の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立小山田小学

校学校運営協議会 

市立小山田小学校の教育目標・経営方針・教育課

程の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立加賀田小学

校学校運営協議会 

市立加賀田小学校の教育目標・経営方針・教育課

程の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立川上小学校

学校運営協議会 

市立川上小学校の教育目標・経営方針・教育課程

の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立楠小学校学

校運営協議会 

市立楠小学校の教育目標・経営方針・教育課程の

編成等についての審議等に関する事務務 

河内長野市立高向小学校

学校運営協議会 

市立高向小学校の教育目標・経営方針・教育課程

の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立千代田小学

校学校運営協議会 

市立千代田小学校の教育目標・経営方針・教育課

程の編成等についての審議等に関する事務 



河内長野市立長野小学校

学校運営協議会 

市立長野小学校の教育目標・経営方針・教育課程

の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立南花台小学

校学校運営協議会 

市立南花台小学校の教育目標・経営方針・教育課

程の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立美加の台小

学校学校運営協議会 

市立美加の台小学校の教育目標・経営方針・教育

課程の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市立三日市小学

校学校運営協議会 

市立三日市小学校の教育目標・経営方針・教育課

程の編成等についての審議等に関する事務 

河内長野市学校保健会 市立学校保健の振興に必要な事業及び指導、学校

保健に関する調査研究等についての審議等に関

する事務 

河内長野市教育支援委員

会 

障害のある児童等の就学相談・実態把握等につい

ての調査、審議等に関する事務 

河内長野市立小中学校通

学区域審議会 

教育委員会の諮問に応じて、市立小・中学校の通

学区域について調査し、答申する意見についての

審議等に関する事務 

河内長野市立小学校教科

用図書選定委員会 

教育委員会の諮問に応じて、市立小学校において

使用する教科用図書の調査研究を行い、その選定

に関して、教育委員会に答申する意見についての

審議等に関する事務 

河内長野市立中学校教科

用図書選定委員会 

教育委員会の諮問に応じて、市立中学校において

使用する教科用図書の調査研究を行い、その選定



に関して、教育委員会に答申する意見についての

審議等に関する事務 

河内長野市学校運営協議

会連絡会議 

市立学校に設置された学校運営協議会の運営に

ついての審議等に関する事務 

河内長野市文化財保護審

議会 

教育委員会の諮問に応じて、文化財保護法（昭和

２５年法律第２１４号）第１９０条第１項の規定

により市の区域内に存する文化財の保護及び活

用に関し、意見する内容についての審議等に関す

る事務 

(3) 農業委員会の附属機関 

名称 担任する事務 

河内長野市農業委員会業

務推進会議 

市内の農業振興を目的とする農業者の利益代表

としての意見の公表、建議及び答申内容について

の審議等に関する事務 

２ 附属機関が担任する事務のうち、特定又は専門の事項について調査審

議等をするため、分科会、部会その他これらに類する組織を当該附属機

関に置くことがある。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、市が設置する附属機関の組織、運

営その他必要な事項は、当該附属機関の属する執行機関が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日（第４項において、「施行日」という。）から



施行する。 

（河内長野市文化財保護条例の一部改正） 

２ 河内長野市文化財保護条例（平成１２年河内長野市条例第２５号）の

一部を次のように改正する。 

目次中「第１０章 河内長野市文化財保護審議会（第５８条・第５９

条）」を「第１０章 削除」に改める。 

第１０章を次のように改める。 

第１０章 削除 

第５８条及び第５９条 削除 

（河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例の一部改正） 

３ 河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例（昭和５９年河内長野

市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第８条を次のように改める。 

第８条 削除 

（経過措置） 

４ 施行日から平成２５年３月３１日までの間、第２条第１項第２号の表

中「 

河内長野市立南花台小

学校学校運営協議会 

市立南花台小学校の教育目標・経営方針・教育課

程の編成等についての審議等に関する事務 

」とあるのは、「 

河内長野市立南花台西

小学校学校運営協議会 

市立南花台西小学校の教育目標・経営方針・教育

課程の編成等についての審議等に関する事務 



河内長野市立南花台東

小学校学校運営協議会 

市立南花台東小学校の教育目標・経営方針・教育

課程の編成等についての審議等に関する事務 

」と読み替えて適用する。 

附 則（平成２５年１２月２０日条例第３８号） 

この条例は、平成２６年２月６日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２７日条例第５号） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 



○河内長野市地域公共交通会議規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、河内長野市附属機関設置条例（平成２４年河内長野

市条例第３５号）第２条の規定により設置する河内長野市地域公共交通

会議（以下「交通会議」という。）の組織、運営その他必要な事項を定

めるものとする。 

（協議事項） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議する。 

(1) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等に

関すること。 

(2) 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５

９号）第５条に規定する地域公共交通網形成計画（以下「形成計画」

という。）の作成及び変更の協議に関すること。 

(3) 形成計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

(4) 形成計画に基づく、事業の実施に関すること。 

(5) その他交通会議の運営方法その他交通会議が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 交通会議の委員は、２５人以下とする。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 国土交通省近畿運輸局大阪運輸支局長が指名する者 

(3) 大阪府公安委員会が指名する者 

(4) 道路管理者が指名する者 
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(5) 地域住民又は利用者の代表 

(6) 一般旅客自動車運送事業者 

(7) 一般旅客自動車運送事業者の運転手が組織する団体 

(8) 河内長野市副市長（都市づくり部を所管する副市長） 

(9) その他交通会議が必要と認める者 

(10) その他市長が必要と認めるもの 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、役職等によ

り交通会議の委員となっている委員がその役職等を退いたときは、委員

の職を辞任したものとみなす。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役員） 

第５条 交通会議に次の役員を置く。 

(1) 会長 １名 

(2) 副会長 １名 

２ 会長は、第３条第２項第８号の委員をもって充てる。 

３ 副会長は、委員の中から会長が指名する。 

（役員の職務） 

第６条 会長は、交通会議を代表し、会務を統括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長が欠けたとき又は会長に事故があると

きは会長の職務を代理する。 

（会議） 

第７条 交通会議の会議（以下「会議」という。）は、会長がこれを招集



し、会長がその議長となる。 

２ 会長は、会議の開催場所及び日時並びに会議に付すべき事項をあらか

じめ委員に通知しなければならない。 

（会議の運営） 

第８条 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

２ 委員は、必要に応じて代理者を出席させることができることとし、そ

の代理の者の出席をもって当該委員の出席とみなす。 

３ 会議の議決は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数の場合は、

議長の決するところによる。 

４ 会議は原則として公開とする。 

（会議の特例） 

第９条 会長は、緊急の必要があり、かつ、交通会議を開催する時間的余

裕がない場合又はやむを得ない事由のある場合は、議事の概要を記載し

た書面を各委員に回付し、その賛否を問い、交通会議の会議に代えるこ

とができる。 

２ 前条第３項の規定は、前項の場合において準用する。 

（協議結果の尊重義務） 

第１０条 交通会議で整った事項については、交通会議の構成員はその協

議結果を尊重しなければならない。 

（事務局） 

第１１条 交通会議の事務を処理するため、交通会議に事務局を置く。 

２ 交通会議の事務局は、別に定める部署において行う。 

３ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 



（委任） 

第１２条 この規則に定めるもののほか、交通会議の運営に関し必要な事

項は、会長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（任期の特例） 

２ 第４条の規定にかかわらず、この規則の施行前に河内長野市地域公共

交通会議規約により委員となっていた者の任期は、平成２５年３月３１

日までとする。 

 



河内長野市地域公共交通会議規約 

 

 

                            

（設置） 

第１条 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）及び地域公共交通の活性化

及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）の規定に基づき、地域の

需要に応じた住民の生活に必要なバス等の旅客運送の確保その他旅客の利便

の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を

協議するため、河内長野市地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）を

設置する。 

第２条 交通会議の事務所は、河内長野市原町一丁目１番１号（河内長野市役

所内）に置く。 

（協議事項） 

第３条 交通会議は、次に掲げる事項を協議する。 

(1) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等に関する 

 こと。 

(2) 形成計画の作成及び変更の協議に関すること。 

(3) 形成計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

(4) 形成計画に基づく、事業の実施に関すること。 

(5) その他交通会議の運営方法その他交通会議が必要と認める事項 

（組織） 

第４条 交通会議の委員は、河内長野市地域公共交通会議規則（平成２５年河

内長野市規則第３号。以下「規則」という。）第３条第２項の規定により委嘱

又は任命されている委員をもって組織する。 

（委員の任期） 

第５条 委員及び補欠委員の任期は、規則第４条の例による。 

（役員）  

第６条 交通会議に会長及び副会長各１名を置き、それぞれ規則第５条の規定

により就任した会長及び副会長がその任に当たる。 

 （規則の準用） 

第７条 役員の職務、交通会議の会議及び会議の運営は、規則の例による。 

（協議結果の尊重義務） 

第８条 交通会議で整った事項については、交通会議の構成員はその協議結果

を尊重しなければならない。 

 （事務局） 

第９条 交通会議の事務を処理するため、交通会議に事務局を置く。 
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２ 事務局は、河内長野市都市づくり部都市創生課に置く。 

３ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（経費の負担） 

第１０条 交通会議の運営に要する経費は、負担金、補助金、繰越金、諸収入

をもって充てる。 

（監事及び監査） 

第１１条 交通会議に監事を 2名置く。 

２ 監事は委員の中から会長が指名する。 

３ 監事は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

（財務に関する事項） 

第１２条 交通会議の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、

会長が別に定める。 

（交通会議が解散した場合の措置） 

第１３条 交通会議が解散した場合は、交通会議の収支は、解散の日をもって

打ち切り、会長であったものがこれを決算する。 

（その他） 

第１４条 この規約に定めるもののほか、交通会議の運営に関し必要な事項は、

会長が別に定める。 

附 則 

 この規約は、平成２５年３月５日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この規約は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 

 



南行き 北行き 合計

平成21年度 合計 25,737 27,991 53,728 ― 102.5

平成22年度 合計 26,386 30,025 56,411 105.0 105.0

平成23年度 合計 28,872 32,508 61,380 114.2 108.8

平成24年度 合計 28,694 32,975 61,669 114.8 100.5

平成25年度 合計 27,793 32,619 60,412 112.4 98.0

４月 2,224 2,762 4,986 ― 103.5

５月 2,338 2,702 5,040 ― 96.3

６月 2,288 2,699 4,987 ― 94.5

７月 2,515 3,101 5,616 ― 93.3

８月 2,389 2,890 5,279 ― 94.0

９月 2,378 2,844 5,222 ― 97.4

１０月 2,316 2,784 5,100 ― 95.6

１１月 2,096 2,606 4,702 ― 96.6

１２月 1,871 2,300 4,171 ― 92.9

１月 1,811 2,175 3,986 ― 95.8

２月 1,963 2,512 4,475 ― 102.7

３月 2,147 2,615 4,762 ― 97.6

合計 26,336 31,990 58,326 108.6 96.5

8：36 　9：36 　10：36 　11：36　　　　　　　　　13：36　 14：36 　15：36 　16：36

　　9：00　　10：00　　11：00　　12：00　　13：00　　14：00　　15：00　　16：00

　　①　利 用 者 数 の 推 移

　○上限運賃試行前（Ｈ21年度）との比較では約８．６％増加、前年度比較では約３．５％減少

　〇路線バス千代田線は上限２００円運賃試行前後で乗車人員が15％増（ＯＤ調査より）

前年比

（％）
（前年同月比）

モックルバス
（南行き）

千代田線
（河内長野駅行き）

　平成２6年度　モックルコミュニティバスの利用状況

乗車人員（人）
年度 / 月

平成26年度

21年度比

（％）

【運賃】 
上限200円 

試行運行 

資料２-１ 

【日曜限定】 
同伴者割引 

実施 
 

【千代田線】 
上限200円
試行運行 



　　　(     )内は前年度の数値

　　②　日 曜 日 の 利 用 者 数 の 推 移（ 同 伴 者 割 引 効 果 の 検 証 ）

　　○　全体の利用者数が減少傾向にあるなか、日曜日の利用者数は5,281人（前年5,219人）

　　　　と増加しており、平日に比べ利用者数の少ない日曜日の利用促進に一定の効果あり。

資料２-１ 

26年

度
同伴者割引 日曜日の 同伴者割引 日曜日の
適用件数

（人）

乗降客数

（人）

適用件数

（人）

乗降客数

（人）

4月 8 150 (146) 5.3% 15 233 (228) 6.4% 4 (4)

5月 10 206 (212) 4.9% 14 303 (259) 4.6% 4 (4)

6月 15 219 (211) 6.8% 17 244 (277) 7.0% 5 (5)

7月 13 170 (187) 7.6% 15 225 (244) 6.7% 4 (4)

8月 26 166 (222) 15.7% 28 223 (235) 12.6% 5 (4)

9月 13 198 (231) 6.6% 17 284 (271) 6.0% 4 (5)

10月 22 180 (192) 12.2% 23 246 (233) 9.3% 4 (4)

11月 12 216 (167) 5.6% 22 346 (238) 6.4% 5 (4)

12月 10 157 (170) 6.6% 26 227 (253) 11.5% 4 (4)

1月 7 158 (173) 4.4% 12 201 (209) 6.0% 4 (4)

2月 11 160 (195) 6.9% 21 275 (238) 7.6% 4 (4)

３月 24 225(191) 10.7% 36 269(237) 13.4% 4 (5)

計 171
2,205

(2,297)
7.8% 246

3,076

(2,922)
8.0%

51

(51)

日数

南行き 北行き

利用率 利用率



滝畑ダム行き 河内長野駅前行き 合計

38,928 44,106 83,034 97.6

39,181 44,048 83,229 100.2

38,046 42,852 80,898 97.2

４月 3,160 3,782 6,942 100.6

５月 3,604 4,002 7,606 99.1

６月 3,289 3,557 6,846 102.8

７月 3,252 3,955 7,207 103.3

８月 3,692 4,336 8,028 110.4

９月 3,136 3,818 6,954 100.9

１０月 3,732 4,117 7,849 102.0

１１月 3,365 3,849 7,214 98.0

１２月 2,601 3,204 5,805 100.6

１月 2,314 2,811 5,125 96.8

２月 2,316 2,740 5,056 93.4

３月 3,002 3,691 6,693 95.8

合計 37,463 43,862 81,325 100.5

４月 3,093 3,682 6,775 97.6

５月 3,376 4,210 7,586 99.7

６月 3,104 3,539 6,643 97.0

７月 3,003 3,712 6,715 93.2

８月 3,183 3,928 7,111 88.6

９月 3,232 4,042 7,274 104.6

１０月 3,370 3,890 7,260 92.5

１１月 3,210 3,704 6,914 95.8

１２月 2,348 2,826 5,174 89.1

１月 2,270 2,631 4,901 95.6

２月 2,365 2,707 5,072 100.3

３月 2,929 3,648 6,577 98.3

合計 35,483 42,519 78,002 95.9

前年比（％）

（前年同月比）

平成２6年度　日野・滝畑コミュニティバスの利用状況

乗車人員（人）
年度 / 月

平成22年度

平成23年度

　①　利 用 者 数 の 推 移

　　○ 微増の年もあるが、少子高齢化や人口減少などにより、減少傾向にある。

　　　　「奥河内」をキーワードに観光利用のＰＲに力を入れ、利用促進に努めているが

　　　　観光利用は天候に影響されやすく、利用者数が安定しないところがある。

平成26年度

平成24年度

平成２５年度
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滝畑ダム行き 河内長野駅前行き 合計

104 11,336 11,142 22,478 95.9

103 10,636 10,595 21,231 94.5

104 11,727 11,589 23,316 109.8

４月 915 1,003 1,918

５月 1,126 1,083 2,209

６月 1,331 1,152 2,483

７月 1,006 1,049 2,055

８月 975 1,129 2,104

９月 1,005 1,100 2,105

１０月 1,240 1,087 2,327

１１月 1,296 1,105 2,401

１２月 761 725 1,486

１月 530 569 1,099

２月 600 616 1,216

３月 910 945 1,855

合計 11,695 11,563 23,258

４月 984 970 1,954

５月 1,249 1,416 2,665

６月 1,075 1,019 2,094

７月 689 744 1,433

８月 853 932 1,785

９月 1,000 1,166 2,166

１０月 1,064 1,094 2,158

１１月 1,139 1,132 2,271

１２月 573 544 1,117

１月 631 630 1,261

２月 572 617 1,189

３月 708 942 1,650

合計 10,537 11,206 21,743

104

104

　　　　　　〇土日は、平成24年度で約10％増加、平成25年度はほぼ横ばい、と順調に推移

　　　　　　　 してきたが、平成26年度は約6.5％の減少。

　②　土 曜 ・ 日 曜 の 利 用 者 数 の 推 移（ 奥 河 内 効 果 の 検 証 ）

年度
前年比

（％）

乗車人員（人）
土日の日数

平成２6年度 93.5

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成２５年度 99.8



H26年5月

　　　9月

　　11月

H27年1月

　　　3月

・ 地域とのワークショップ（利用者の声を集約するためのアンケート内容検討）

・ アンケート実施(市で作成し、自治会長に配布、回収を依頼。集計結果は次回ワークショップで

報告)

・ 地域からの要望で『回数券』を発行。第一交通協力のもと「5枚950円×1000セット」で販売

(H25~)

　 販売・会計方法等は地域で考え、第一交通と共同で管理。

・ くすまる宣伝用ティッシュを楠ヶ丘地域に戸別配布

○試行運行後も、PR活動等、地域の積極的な取り組みにより、本格運行が実現。

セダン型タクシー車両(４人乗)からジャンボタクシー車両(９人乗)へ変更。

○地域からの要望もあり「烏帽子台」停留所を新設。また、⑨停留所をより利用しや

すい位置へ移設。以降、地域が主体となって、さまざまな取り組みを実施中。

・ 地域とのワークショップ（平成25年度利用実績の報告会）

・ 地域の発案で70歳以上の方を対象に『敬老の日』にはくすまるの無料乗車券を配布（H24

～）

・ 地域とのワークショップ（満員時の続行便についての検討など）

・ 地域とのワークショップ（利用促進のため、スーパーと連携したポイント制度の検討など）

平成２6年度　楠ヶ丘乗合タクシー［くすまる］の利用状況

　①　く す ま る 運 行 ま で の 流 れ

　②　平 成 2 6 年 度 の 地 域 の 取 り 組 み

○坂道やバスが通れない細い道が多く、高齢化も進む中、地域内で新たな公共交通

対策を検討する必要性が高まってきた。

○地域で公共交通対策委員会が設置され、第一交通と市を交えた協議が始まる。

○運行ルートや停留所選定、近隣住民への協力依頼等、地域が主体となり積極的

に取り組み、3ヶ月間の試行運行が実施された。【結果：１便平均 ４.３人】

　平成22年～

　平成22年

　　　 9月～11月

　平成23年11月～

　平成25年4月～

資料２-３ 

１
６

５

４

８
７

３

２
９９

新停留所

「烏帽子台」

坂の上へ移設

楠ヶ丘

運行ルート

停留所

停留所(降りのみ)

三日市町駅前

－ くすまる － 

1乗車 ： 200円 

1日  ： 18便 

くすまる 

ロゴマーク 



２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

４月 - 2,089 2,252 2,495 - 3.9 4.2 4.6

５月 - 2,223 2,489 2,587 - 4.0 4.5 4.6

６月 - 2,090 2,405 2,613 - 3.9 4.5 4.8

７月 - 2,537 2,717 2,897 - 4.5 4.9 5.2

８月 - 2,638 2,811 3,129 - 4.7 5.0 5.6

９月 - 2,426 2,629 2,831 - 4.5 4.9 5.2

１０月 - 2,443 2,576 2,828 - 4.4 4.6 5.1

１１月 2,076 2,150 2,378 2,421 3.8 4.0 4.4 4.5

１２月 2,069 2,238 2,633 2,472 3.7 4.0 4.7 4.4

１月 1,946 2,156 2,262 2,204 3.5 3.9 4.1 3.9

２月 1,964 1,958 2,123 2,117 3.8 3.9 4.4 4.2

３月 2,095 2,262 2,474 2,564 3.8 4.1 4.4 4.6

合計・平均 10,150 27,210 29,749 31,158 3.7 4.1 4.5 4.7

前年比 － － 109% 105%

・ 地域か

らの要望

で『回数

券』を発

行。第一

　③　利 用 状 況

　④　１ 便 平 均 利 用 者 数 の 推 移

　　　○　冬場（12月～2月）の利用者数が前年（平成25年度）を下回ったが、それ以外の月は前年を上回り好調。

　　　　　 収支率も伸び率は低いが順調に推移。地域としてはさらなる収支率向上を目指している。

合計利用者数（人） １便平均利用者数（人）

H23年度 

60.4％ 

H24年度 

67.5％ 

H25年度 

74.7％ 

H26年度 

75.9％ 

 

収支平均(％) 

 目標値 

100％ 

(1便平均 6 人) 

3

4

5

6

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

23年度 

24年度 

25年度 

26年度 

1便平均 6人 

(収支率

100％) 



様式第１－６（日本工業規格Ａ列４番） 

第 ２ 号 

平成２７年６月 日 

 

 

国土交通大臣 殿 

 

 

                                               河内長野市地域公共交通会議 

                                               河内長野市原町一丁目１番１号 

                                                 会 長 向 井  一 雄   

 

 

 

地域内フィーダー系統確保維持計画認定申請書 

 

 

 

 地域内フィーダー系統確保維持計画を別紙のとおり定めたので、関係書類を添えて

申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本申請書に、別添の記載すべき事項を全て記した地域内フィーダー系統確保維持計画を添付

すること。 

 

資料３－１ 
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地域内フィーダー系統確保維持計画 

 

（名  称）河内長野市地域公共交通会議 

（代表者名）会長  向井 一雄 

 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

公共交通は市民生活を支える大切な交通手段であるが、人口減少や少子高齢化、自動車への過度の依存な

どの要因により、路線バスやコミュニティバス等の公共交通利用者が年々減少を続けており、持続可能な公

共交通を確保することが極めて厳しい状況にある。 

 そのため、住民、交通事業者、行政などの関係者による協働の取り組みを進め、市内を運行する路線バス

やコミュニティバス等の公共交通の維持・発展を図ることを目的とする。 

２． 地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・効果 

○事業の目標 

  「河内長野市地域公共交通網形成計画」に基づく、総合時刻表入りバスマップなどの作成・配布や

バスの利用促進を目的とした企画乗車券の広報用のチラシ・ポスター等の作成、地域でのワークショ

ップの実施、路線バス（千代田線）の上限２００円運賃の試行運行など様々な公共交通の利用促進に

つながる取り組みを実施することにより、各路線（日野・滝畑コミュニティバス、路線バス小深線２、

高向線１、天野山線５・４・３、日野・滝畑コミュニティバス２）における前年度実績の「運行回数の維

持」及び「輸送人員の維持もしくは増加」を目指す。 

（輸送人員については、「別紙参考資料」のとおり） 

○事業の効果 

市内各地域と本市の主要駅である河内長野駅をつなぐ路線である当該路線（日野・滝畑コミュニティバス、

路線バス小深線２、高向線１、天野山線５・４・３、日野・滝畑コミュニティバス２）を維持・発展させる

ことにより、自動車等を利用できない高齢者など（通勤・通学者を含む）の社会参加や普段の生活（通学、

通院、買い物等）に必要となる移動手段、地域の利便性（主に鉄道駅のアクセス）が確保できる。 

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者 

別表１のとおり 

４．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

 別表２のとおり 

５．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

申請番号１～７：南海バス株式会社 

６．補助金の交付を受けようとする系統等に係る利用状況等の継続的な測定方法 

 （活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合に限る） 

 補助対象事業者が乗合バス事業者（南海バス株式会社）のため該当しない 

７．別表１及び別表３の補助事業の基準二に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が３回以上で足り

ると認めた系統の概要 

 地域内フィーダー系統確保維持計画のため該当しない 

８．別表１及び別表３の補助事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤
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が整備されている」と認めた市町村の一覧 

 地域内フィーダー系統確保維持計画のため該当しない 

９．地域公共交通確保維持事業を行う地域の概要 

 別表５のとおり 

10．車両の取得に係る目的・必要性 

 車両の取得を行わないため該当しない 

11．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

 車両の取得を行わないため該当しない 

12．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の総額、負担者及びその負担額 

車両の取得を行わないため該当しない。 

13．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改善に係る計画 

車両の取得を行わないため該当しない。 

14．協議会の開催状況と主な議論 

○平成２６年６月３０日  第２２回河内長野市地域公共交通会議 

・平成２５年度河内長野市地域公共交通会議決算報告について 

・平成２５年度各コミュニティバス等（モックルコミュニティバス、日野・滝畑コミュニティバス、楠ヶ

丘地域乗合タクシー）の利用状況について 

・地域公共交通確保維持改善事業（生活交通ネットワーク計画【地域内フィーダー系統確保維持計画】）に

ついて 

・「第３期河内長野市地域公共交通網形成計画」（素案）について 

○平成２６年８月１１日  第２３回河内長野市地域公共交通会議 

・「第３期河内長野市地域公共交通網形成計画」（素案）について 

○平成２６年１０月２日  第２４回河内長野市地域公共交通会議 

 ・「河内長野市バスマップ」に関するアンケート結果等について 

・「日野・滝畑コミュニティバス」の運行ルートの変更等について 

・「第３期河内長野市地域公共交通網形成計画」（案）について 

○平成２７年１月２０日  第２５回河内長野市地域公共交通会議 

 ・「第３期河内長野市地域公共交通網形成計画」（案）に対するパブリックコメントの実施結果について 

・「第３期河内長野市地域公共交通網形成計画」の承認について 

・バスマップの作成について 

・観光資源と路線バスを活用した取り組みについて 

・平成２６年度地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価について 

○平成２７年３月３０日  第２６回河内長野市地域公共交通会議 

・「河内長野市地域公共交通網形成計画」の承認について 

・モックルコミュニティバスのアンケート結果等について 

・楠ヶ丘地域乗合タクシー（くすまる）のアンケート結果等について 

・公共交通に関するアンケート（桐ヶ丘地域）の結果等について 

・「平成２７年度河内長野市地域公共交通会議予算」（案）について 
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15．利用者等の意見の反映状況 

協議会に地域住民又は利用者の代表として２名の公募委員、河内長野市老人クラブ連合会、河内長野市観光

協会及び河内長野市商工会より各々１名参加。 

16．協議会メンバーの構成 

学識経験者 大阪市立大学、和歌山工業高等専門学校 

国土交通省近畿運輸局大阪運輸支局長が指名

する者 

大阪運輸支局総務企画部門、大阪運輸支局輸送部門 

大阪府公安委員会が指名する者 大阪府河内長野警察署交通課 

道路管理者が指名する者 大阪府富田林土木事務所 

地域住民又は利用者の代表 河内長野市老人クラブ連合会、河内長野市観光協会 

河内長野市商工会、公募市民 

一般旅客自動車運送事業者 南海バス株式会社、大阪第一交通株式会社 

近鉄タクシー株式会社 

河内長野市副市長 
（都市づくり部を所管する副市長） 

副市長 

一般旅客自動車運送事業者の運転 
手が組織する団体 

南海バス株式会社労働組合 

その他交通会議が必要と認める者 大阪府 

その他市長が必要と認めるもの 健康長寿部長、産業経済部長、都市づくり部長、総務部長 

総合政策部長 

※４．（表２）及び１２．（表７及び表９）については、地域公共交通確保維持事業を行う事業者ごとに

作成すること。 

※６．については、活性化法法定協議会を補助対象事業者としない場合において、記入を要しない。 

※７．（表３）及び８．（表４）については、要綱第１７条に基づく生活交通確保維持改善計画について、

作成を要しない。 

※９．（表５）については、地域内フィーダー系統確保維持事業を行う場合において、当該系統が運行

される市町村について作成すること。 

※１０．～１３．については、車両の取得を行わない場合において、記入を要しない。 

※１３．については、減価償却費等国庫補助金の場合において、記入を要しない。 

※１．～２．、６．～８．、１０．～１１．及び１４．～１６．については、再編特例の適用を受ける場 

合において、記入を要しない。 
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フィーダー系統申請　参考資料

輸送人員（人）

日野滝畑コ
ミュニティ
（26年11月より
日野滝畑コミュ
ニティ2も含む）

小深線2（石
見川系統）

高向線１(高
向起終点系
統）

天野山線5
（旭ヶ丘系
統）

天野山線4
（天野山起
終点系統）

天野山3（サ
イクルセン
ター系統）

平成24年 10月 7,698 4,715 7,472 17,692 1,424 607

平成24年 11月 7,361 4,340 6,566 16,219 1,313 617

平成24年 12月 5,770 4,154 6,491 16,435 1,250 525

平成25年 1月 5,292 3,827 6,400 14,927 1,290 473

平成25年 2月 5,416 3,609 6,517 15,446 1,244 311

平成25年 3月 6,986 3,794 6,738 16,464 1,236 573

平成25年 4月 6,942 3,868 6,608 16,422 1,404 460

平成25年 5月 7,606 4,057 7,148 17,038 1,333 635

平成25年 6月 6,846 3,730 6,522 16,111 1,375 505

平成25年 7月 7,207 4,025 6,819 16,592 1,410 337

平成25年 8月 8,028 3,411 6,290 14,850 1,205 442

平成25年 9月 6,954 3,529 6,129 15,260 1,136 612

82,106 47,059 79,700 193,456 15,620 6,097

平成25年 10月 7,849 3,638 6,195 15,150 1,367 345

平成25年 11月 7,214 4,252 6,606 15,669 1,293 829

平成25年 12月 5,805 3,461 6,125 15,775 1,185 476

平成26年 1月 5,125 3,514 6,180 14,812 1,256 512

平成26年 2月 5,056 3,579 5,898 14,589 1,230 426

平成26年 3月 6,693 3,561 6,323 16,327 1,259 816

平成26年 4月 6,775 4,092 7,154 15,013 1,508 418

平成26年 5月 7,586 4,418 7,440 14,760 1,390 708

平成26年 6月 6,643 4,639 7,735 15,011 1,521 553

平成26年 7月 6,715 4,575 7,750 15,212 1,642 535

平成26年 8月 7,111 3,787 6,765 13,546 1,350 644

平成26年 9月 7,274 4,418 7,201 14,987 1,475 540

79,846 47,934 81,372 180,851 16,476 6,802

平成26年 10月 7,260 4,482 7,585 15,617 1,465 529

平成26年 11月 6,914 4,495 6,826 14,647 1,186 601

平成26年 12月 5,174 3,745 6,986 14,775 1,363 471

平成27年 1月 4,901 3,611 6,979 13,829 1,485 434

平成27年 2月 5,072 3,550 6,403 13,351 1,517 420

平成27年 3月 6,577 3,742 7,469 14,606 1,576 450

35,898 23,625 42,248 86,825 8,592 2,905

37,742 22,005 37,327 92,322 7,590 3,404

【目標・効果における追記事項】

現状維持 現状維持 現状維持 現状維持 現状維持 現状維持

維持もしくは
増加

維持もしくは
増加

維持もしくは
増加

維持もしくは
増加

維持もしくは
増加

維持もしくは
増加

※人口減少（H26年4月末111,570人→H27年4月末110,302人）が続く中で、輸送人員を維持することは
実質的には輸送人員増を意味すると考えます。よって、平成28年度（27.10～28.9）の輸送人員が平成
27年度（26.10～27.9）と同数もしくはそれ以上になることを目指します。

25年10月～26年3月計

2
7
年
補
助
設
定
期
間 計

運行回数

輸送人員※

2
5
年
補
助
設
定
期
間

期間計

2
6
年
補
助
設
定
期
間

期間計
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表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域内フィーダー系統） 28年度

乗合バス型／
デマンド型の
別

基準ロで
該当する
要件

接続する補助対象地
域間幹線系統等と接
続確保策

基準ニで該当
する要件
（別表７のみ）

(1)
日野・滝畑

コミュニティバス 7,712.5 2,477 乗合バス型 ①

河内長野駅前にて、南
海バス㈱が運行する補
助対象地域間幹線系統
「天野山線」と接続する

③

(2)
小深線2

（石見川系統） 4,783.5 1,536 乗合バス型 ①

河内長野駅前にて、南
海バス㈱が運行する補
助対象地域間幹線系統
「天野山線」と接続する

③

(3)
高向線1

（高向起終点系統） 2,579.0 832 乗合バス型 ①

河内長野駅前にて、南
海バス㈱が運行する補
助対象地域間幹線系統
「天野山線」と接続する

③

(4)
天野山線5
（旭ヶ丘系統） 3,457.5 1,115 乗合バス型 ①

河内長野駅前にて、南
海バス㈱が運行する補
助対象地域間幹線系統
「天野山線」と接続する

③

(5)
天野山線4

（天野山起終点系統） 633.0 201 乗合バス型 ①

河内長野駅前にて、南
海バス㈱が運行する補
助対象地域間幹線系統
「天野山線」と接続する

③

(6)
天野山線3

（サイクルセンター系
統）

1,582.5 512 乗合バス型 ①

河内長野駅前にて、南
海バス㈱が運行する補
助対象地域間幹線系統
「天野山線」と接続する

③

(7)
日野・滝畑

コミュニティバス2
（奥河内くろまろの郷経由系統）

7,675.0 2,468 乗合バス型 ①

河内長野駅前にて、南
海バス㈱が運行する補
助対象地域間幹線系統
「天野山線」と接続する

③

9,141

9,141
国庫補助
上限額
（千円）

9,141

（注）

１．「確保維持事業に要する国庫補助額（千円）」は表２における「補助対象系統の１／２」を小数点第１位（百円単位）まで記載する。

５．本表に記載する運行予定系統を示した地図を添付すること。

河内長野
市

４．「接続する補助対象地域間幹線系統等と接続確保策」には、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確
保するかについて記載する。

再
編
特
例
措
置

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７及び別表９）

合　　　　　計

国庫補助金内定申請額（千円）（合計と国庫補助上限額を比べて少ない額）

２．「国庫補助額内定申請額（千円）」には、各運行予定者毎でまとめて表２における「国庫補助金内定申請額」を記載する。

３．「再編特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用を受ける場合のみ、「○」を記載する。

都道府県
（市区町
村）

運行予定者名
運行系統名
（申請番号）

確保維持事業
に要する国庫
補助額（千円）

国庫補助金
内定申請額
（千円）

南海バス
株式会社

6
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表２ 地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額(地域内フィーダー系統【乗合バス型(路線定期・路線不定期)運行】用)

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間※を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

％

％

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

320,030.4km
復 63.3km 63.3km 復 0.0km 0.0km 復 0.0km 0.0km

往 63.3km 往 0.0km 往 0.0km

（平均） 往 0.0km （平均） 往 0.0km （平均）

合計 系統

1830.0 回

京
阪
神

1 日野滝畑コ
ミュニティ

河内長
野駅前

6
天野山線3
（サイクルセ

ンター）

河内長
野駅前

天野山
サイク
ルセン
ター

122

7
日野滝畑コ
ミュニティ2
（くろまろの

郷）

河内長
野駅前

奥河内くろ
まろの郷・

日野

滝畑ダ
ム 366 日

日

366 日 6588.0 回
往 3.5km

8,881.6km
復 5.6km 5.6km 復 0.0km 0.0km 復 0.0km 0.0km

（平均） 往 0.0km （平均）
366 日 793.0 回

往 5.6km

366 日 9394.0 回

53,289.6km
復 11.2km

100% 59,292.km
復 16.2km 16.2km 復 0.0km 0.0km 復 0.0km 0.0km

（平均） 往 0.0km （平均）
100% 10,199.2km

復 7.6km 7.6km 復 0.0km 0.0km 復 0.0km

往 7.6km （平均） 往 0.0km

往 16.2km

11.2km 復 0.0km 0.0km

往 0.0km （平均）往 4.4km （平均）

復 4.4km

100%

（平均）
100% 59,584.8km

復 0.0km 0.0km 復 0.0km 0.0km
366 日 2013.0 回

往 14.8km （平均）

復 14.8km 14.8km

往 0.0km （平均） 往 0.0km
日野

滝畑ダ
ム

5 天野山線4
（天野山）

河内長
野駅前

清崎

4 天野山線5
（旭ヶ丘）

河内長
野駅前

清崎 旭ヶ丘

2 小深線2（石
見川）

河内長
野駅前

日東町東
口

石見川

3 高向線1（高
向）

河内長
野駅前

中高向 高向

天野山

補助ブロック外乗り入れ部分
及び同一補助ブロック市区町
村外乗り入れ部分以外のキ

ロ程の比率

計画実車走行キロ

（チ－（リ＋ヌ））÷チ＝ル ヲ

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

補助ブ
ロック名

申請
番号

運行
系統名

運行系統

計画運行日
数

起点
主な

経由地
終点

チ リ ヌ

計画運行回
数

系統キロ程
補助ブロック外

乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
市区町村外乗入
部分のキロ程

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走

行キロ当たり経常費用

ｃ×（1+（d÷2））2 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ

京阪神 396円. 37銭 451円. 90銭 396円.37銭 402円.37銭

基準期間の前々年度の実車走行キロ(ハ”) 16,252,932.0 経常収支率 102.9

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）
ロ”÷ハ”＝　ａ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用
（基準期間の前年度）

ロ’÷ハ’＝　ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

平均増減率
(((ｂ÷ａ)-1)＋((ｃ÷ｂ)-

1))÷2　=　ｄ

京阪神 397円. 67銭 391円. 89銭 396円. 77銭 ▲ 0.10

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

基準期間の前々年度の
損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 6,606,350 千円 営業外収益 44,949 経常収益（イ”） 6,651,299

営業費用 6,452,639 千円 営業外費用 10,701 経常費用（ロ”） 6,463,340

187,959営業損益 153,711 千円 営業外損益 34,248 経常損益

基準期間の前年度の
損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 6,765,139 千円

基準期間の前年度の実車走行キロ(ハ’) 16,614,536.0 経常収支率 104.39

事業者名 南海バス株式会社 28年度

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)の
損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 6,666,499 千円 営業外収益 18,748 経常収益（イ） 6,685,247

営業費用 6,588,541 千円 営業外費用 3,661 経常費用（ロ） 6,592,202

93,045営業損益 77,958 千円 営業外損益 15,087 経常損益

6,511,200

営業損益 284,599 千円 営業外損益 1,714 経常損益 286,313

営業外収益 32,374 経常収益（イ’） 6,797,513

営業費用 6,480,540 千円 営業外費用 30,660 経常費用（ロ’）

補助対象期間の前々年度の実車走行キロ(ハ) 16,614,536.0 経常収支率 101.41

366 日 2379.0 回

671.0 回

100%

往 0.0km （平均）
100%

0.0km

往 11.2km （平均） 往 0.0km （平均） 往 0.0km

0.0km 復 0.0km 0.0km

（平均）

復 0.0km 0.0km

（平均） 往 0.0km
46,116.km

復 3.5km 3.5km 復 0.0km 0.0km 復 0.0km

往 0.0km （平均）

0.0km

100% 82,667.2km
4.4km 復 0.0km

（平均） 往 0.0km （平均）
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1

2

3

4

5

6

7

1

2

3

4

5

6

7

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係
る経常費用を除く）及 びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類（但し、前年度の補助対象期間
に係る生活交通確保維持改善計画の添付書類として既に提出している場合は、基準期間の前年度及び基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類の添付を省略することができる。）

13.「補助対象経費の１／２」の欄は、系統ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

14.「国庫補助上限額」の欄は、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者ごとに配分した額を記載すること。

15.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」、「基準期間の前年度の損益状況」、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

16.「補助対象系統のキロ当たり経常収益（ト）」の欄は、基準期間における各補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益の実績により算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場
合は、市区町村協議会等が算出する経常収益の見込額を記載すること。

17.「平均増減率」は％以下第２位（小数点第３位切り捨て）まで算出して記載すること。

18.「キロ当たり経常費用（ヘ）」の算出に当たり、再編特例により、「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用（ニ）」を、基準期間における「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用
（ｃ）」の実績値とする場合には、「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用（基準期間の前々年度）（a）」、「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用（基準期間の前年度）（ｂ）」及び
「平均増減率（ｄ）」は記載しないこと。

 7.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 8.「系統キロ程」、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」及び「市区町村外乗入部分のキロ程」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値
も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。なお、循環系統については、往又は復のどちらかの欄
にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載する等、循環系統であることがわかるようにすること。

 9.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる市区町村外乗入部分は（リ）に
記載すること。

10.「補助ブロック外乗入部分及び市区町村外乗入部分以外のキロ程の比率（ル）」については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

11.「計画実車走行キロ」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

12.「補助対象経費」の欄は、（ソ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 3.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記載する
こと。

 4.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス（自家用有償運送）事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、原則として、昭和52年５月17日付け
自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。

 5.申請番号は、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

合計 56,848,209円 47,707,209円

(1) 記載要領

 1.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６（附則第３条の適用を受ける事業者にあっては別表28）の名称を記載すること。

 2.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期
間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節及び第５節に係る経常費用を除くこと。

京
阪
神

15,425,909円

9,567,082円

5,158,074円

6,915,112円

9,141千円

1,266,605円

3,165,321円

15,350,106円

負担額 負担割合

「その他の
者」の具体的

概要

事業者自己負担

ニ×ヲ－カ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担割合 負担額 負担割合

9,141 千円

補助ブ
ロック名

申請
番号

経常費用から
経常収益を控

除
した額

損失額から国
庫補助額を控

除した額

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者

負担額 負担割合

7,675.0 千円

合計 126,850,446円 1428円. 82銭 70,002,237 円 56,848,209円 56,848,209円 56,846千円 28,423 千円

23,501,570円 137円. 48銭 8,151,464 円 15,350,106円 15,350,106円 15,350千円

京
阪
神

633.0 千円

4,042,656円 86円. 02銭 877,335 円 3,165,321円 3,165,321円 3,165千円 1,582.5 千円

32,766,798円 312円. 72銭 25,851,686 円 6,915,112円 6,915,112円 6,915千円 3,457.5 千円

21,122,398円 216円. 84銭 11,555,316 円 9,567,082円 9,567,082円

15,425,909円

9,567千円 4,783.5 千円

18,278,998円 284円. 52銭 13,120,924 円 5,158,074円 5,158,074円

15,425千円 7,712.5 千円

5,158千円 2,579.0 千円

国庫補助
上限額

国庫補助金
内定申請額

（ネ又はナのうちいず
れか少ないほうの額）

ヘ×ヲ以下の
額：ワ

ト
ト×ヲ以上
の額：カ

ワ－カ＝ヨ ヨ×ル＝ソ

ヨのうち補助ブ
ロック外乗入部
分及び同一補助
ブロック市区町

村外乗入部分以
外に係るもの

3,520,399円 253円. 76銭 2,253,794 円 1,266,605円 1,266,605円 1,266千円

ツ ツ×1/2＝ネ ナ ラ

23,617,627円 137円. 48銭 8,191,718 円 15,425,909円

補助ブ
ロック名

申請
番号

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象
系統のキロ

当たり
経常収益

補助対象
系統の経常

収益の
見込額

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

補助対象経費 補助対象経費の1/2
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表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域の内訳

　国庫補助上限額の算定

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

（２）添付書類
１． 人口集中地区以外の地区及び交通不便地域の区分が分かる地図

（ただし、全域が交通不便地域となる場合には省略可）

市町村名 河内長野市

人　口

人口集中地区以外 30,707

交通不便地域

人　口 対象地区 根拠法

対　象　人　口 算定式 国庫補助上限額

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が上記３．に掲げる法律（根拠法）に基づき
地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名等を記載すること。
また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域が存在する場合には、該当する区域
名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。

30707 ３０７０７×２００円＋３０００千円 ９１４１千円

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する事業年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳
を基に記載すること。
※なお、実施要領等で別に定める場合は、それによること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。
「交通不便地域」の欄は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域（過疎地域
とみなされる市町村、過疎とみなされる区域を含む。）、離島振興法に基づく離島振興
対策実施地域、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域、山村振興法に基づく振
興山村に該当する地域の人口及び実施要領（２．（１）⑫）に基づき地方運輸局長等が
指定する交通不便地域の人口の合計（重複する場合を除く）を記載すること。
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様式第５－９（日本工業規格Ａ列４番） 

第        号 

平成２７年６月  日 

 

 

国土交通大臣 殿 

 

                        住    所 大阪府河内長野市原町一丁目１番１号  

氏名又は名称 河内長野市地域公共交通会議     

会 長  向 井 一 雄 印 

 

平成 27 年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通調査事業（計画推進事業））交付申請書 

 

 

平成 27 年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通調査事業（計画推進事業））金       

円を交付されるよう、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）第

５条の規定に基づき、別紙及び添付書類のとおり申請します。 

  

 

資料３－２ 



 

様式第５－９ 別紙 

 

平成 27 年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通調査事業（計画推進事業））交付申請事業 

 

補助対象事業者名 河内長野市地域公共交通会議                   （単位：円）  

補助対象事業の 

名称及び内容 

補助対象事業の 

着手及び完了予定日 
補助対象経費 補助金額 

（名称） 

公共交通の利用促進に

係る事業 

（内容） 

・総合時刻表入りバスマ

ップ等の作成・配布 

・企画乗車券の周知・広

報 

・地域におけるワークシ

ョップの開催 

・モビリティマネジメン

トの実施 

（着手予定日） 

交付決定日以降 

 

（完了予定日） 

平成 28 年 3 月 31 日 

 

 

 

２，１５０，９６０ 

 

 

 

１，０７５，４８０ 

 

（添付書類） 

（１）地域公共交通網形成計画の補助対象事業の該当箇所の写し 

（２）事業を行う対象地域、事業内容、実施時期、取組効果目標、事業主体、必要な資金の額及びその

調達方法が記載された書類 

（３）補助対象経費の算出根拠 

（４）その他補助金の交付に関して参考となる書類 

 

（注）着手予定日及び完了予定日については、補助金を受けようとする年度について記載すること。 



 

様式第５－９ 別紙 

 

地域公共交通調査事業（計画推進事業）の実施に関する計画 

１．地域公共交通調査事業（計画推進事業）の内容 

実施項目 実施内容 

 

総合時刻表入りバスマップ

等の作成・配布 

 

市内公共交通の総合案内冊子として、路線マップのほか、バス、鉄道の

時刻表や、乗り場の案内等の情報を掲載する。 

印刷枚数は 50,000 部を予定し、全戸配布を行う。 

 

 

企画乗車券の周知・広報 

 

バスの利用促進を目的とした企画乗車券（モックルカード、ワイドモッ

クルカード）の広報のため、乗車有効区間を示したマップや沿線の観光、

商業施設を巡るモデルルートに加え、沿線観光施設等で、カードを提示

した場合に有効な割引情報等を記載したチラシ・ポスター等を作成、配

布する。 

印刷枚数はチラシ 30,000 部、ポスター200 枚を予定し、駅、公共施設、

市内インフォメーションセンター、商業施設等にて配布する。 

地域におけるワークショッ

プの開催 

公共交通空白・不便地域等における地域の自治会などでの勉強会におい

て、現場に講師を招へいするなどし、地域公共交通の利用促進のための

検討、理解促進を深める。 

 

 

モビリティマネジメントの

実施 

 

 

「過度に自動車に頼る状態」から「自発的に公共交通を利用してもらう」

ための手段として、モビリティ・マネジメントを実施する。 

◇地域のまちづくり協議会等を対象に、路線バスを活用した行動プラ

ンを作成した方に、実際に路線バスに乗っていただき、バスの必要

性を知っていただく。 

◇乗合タクシー実施地域の楠ヶ丘の「くすまる」について、他地域の

公共交通空白・不便地域の方に実際に乗車していただく体験乗車チ

ケットを配布し、自発的な行動を促す。 

 

 

２．  年度スケジュール 

実施項目 ４月       ９月       １２月       ３月 

総合時刻表入りバスマップ

等の作成・配布 

 

 

企画乗車券の周知・広報 
 

 

地域におけるワークショッ

プの開催 

 

モビリティマネジメントの

実施 

 

 



 

様式第５－９ 別紙 

 

３．予算計画 

事業の名称 補助対象経費 

（見込み） 

国費 

（見込み） 

地域の負担 

（見込み） 

 

総合時刻表入りバスマップ等

の作成・配布 

 

 

１，８０２千円 

 

９０１千円 

 

９０１千円 

 

企画乗車券の周知・広報 

 

 

３１３千円 

 

１５６千円 

 

１５７千円 

地域におけるワークショップ

の開催 
８千円 ４千円 ４千円 

 

モビリティマネジメントの実

施 

 

 

２８千円 

 

１４千円 

 

１４千円 

合計 ２，１５１千円 １，０７５千円 １，０７６千円 

 

 

 



 

調査事業（計画推進事業）において実施する事業 

事業内容 対象地域 実施時期 形成計画における目標との関係 必要な資金の額及びその調達方法 

総合時刻表入りバスマップ等

の作成・配布 

【河内長野市地域公共交通会議】 

市内全域 H27.7～H28.3 

◆将来のまちづくりを支えるための

公共交通サービスの提供 

◆P27（a）バスマップの作成・配布 

総事業費：1,801,960 円 

・国費：900,980 円 

・公共交通会議：900,980 円 

  （河内長野市） 

企画乗車券の周知・広報 

【河内長野市地域公共交通会議】 
市内全域 H27.7～H28.3 

◆将来のまちづくりを支えるための

公共交通サービスの提供 

◆P30 （d）観光資源と路線バスを活

用した取り組みの実施 

総事業費：313,000 円 

・国費：156,500 円 

・公共交通会議：156,500 円 

 （河内長野市） 

地域におけるワークショップ

の開催 

【河内長野市地域公共交通会議】 

公 共 交 通 空

白・不便地域 

H27.12～ 

H28.3 

◆将来のまちづくりを支えるための

公共交通サービスの提供  

◆P28（b）モデル的な取り組みの他

地域への啓発 

◆P43（b）地域に合った公共交通の

試行運行を検討 

総事業費：8,000 円 

・国費：4,000 円 

・公共交通会議：4,000 円 

 （河内長野市） 

モビリティマネジメントの実

施 

【河内長野市地域公共交通会議】 

高向地域 

公 共 交 通 空

白・不便地域 

H27.12～ 

H28.3 

◆将来のまちづくりを支えるための

公共交通サービスの提供  

◆P28（b）モデル的な取り組みの他

地域への啓発 

◆P31（g）ニーズに即した改善策の

検討 

総事業費：28,000 円 

・国費：14,000 円 

・公共交通会議：14,000 円 

 （河内長野市） 

  

 



注１ 「事業内容」の欄には、カッコ書きで事業主体を明記すること。また、欄が不足する場合には適宜追加すること。 

注２ 「形成計画における目標との関係」の欄には、各事業が形成計画に定められている目標のうち、どの項目に関係する取組であるか記載すること。 

注３ 計画の達成状況等の評価に係る事業については、記載不要である。 
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